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諮問事項１
「留保財産にかかる選定基準について」
令和元年6月14日財政制度等審議会答申（結果）
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○ 未利用国有地については、国として保有する必要のないものは、原則として速やかに売却し、

財政収入の確保を図っているが、これまで売却を推進してきた結果、未利用国有地の全体ストック

が減少してきている。

また、地域や社会のニーズに対応した有効活用を図るため、未利用国有地について定期借地権に

よる貸付を実施しているが、貸付対象は介護・保育等の単独利用に限られている。

○ このため、有用性が高く希少な国有地については、将来世代における地域・社会のニーズにも

対応する観点から、国が所有権を留保しつつ、有効活用・最適利用を図ることが必要であり、

併せて、定期借地権による貸付についても、多様なニーズに対応できるよう、利用用途を拡大する

ことが必要と考えられる。

○ 上記を具体的に実現するため、

① 国が所有権を留保しつつ、活用を図るべき財産の選定の考え方

② 定期借地権による貸付の対象拡大を図る範囲

の検討に加え、具体的な手順として、

③ 留保すべき財産の利用方針の策定の方法

④ 利用方針策定後の管理処分のプロセス

といった点の検討を行うとともに、その他各論として、

⑤ 定期借地権による貸付における事業が適正に運営されるための方策

⑥ 地域の利用計画を踏まえて処分を行っている返還財産の取扱い

についても検討を行う必要がある。

国有財産の更なる有効活用について
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○ 介護・保育等で国有地を有効活用するなど、国有地は政策推進のための有用なツールと

なっており、将来世代における地域・社会のニーズにも対応する観点から、有用性が高く

希少な土地については、民間からの再取得が困難であることも踏まえ、国が所有権を留保

しつつ、有効活用・最適利用を図っていくことが必要ではないか。また、その他にも国として

売却をせずに保有した方がよいと考えられるものがあるか。

○ 有用性が高く希少な土地として国有地を留保する場合、どのような基準によるべきか。

○ 有用性が高く希少な土地については、定期借地権による貸付けを行うことで、売却せず

に所有権を国に留保して、財政収入を確保しつつ、最適利用を図っていくべきである。

このほか、森林・水源地、国境離島など、国の基本政策の観点から重要性があると考え

られる国有地については、政府における保全の方針等にも鑑み、売却せずに引き続き保有し、

適切に管理を行うことが重要である。

１．留保財産の選定の考え方について

課題

見直し内容
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○ 留保財産の選定基準のうち「地域」については、各地方の経済・行政の中心となる地域として、
以下に基づき、地方ブロック毎に対象範囲を選定することが考えられる。

【地方ブロック】

【対象範囲】
①首都圏は、首都圏整備法による「既成市街地」、近畿圏は、近畿圏整備法による「既成都市区
域」として指定の都市、その他の政令指定都市を基本。

②その他の各地方ブロックにおいては、当該ブロックにおける経済・行政の中心都市を基本。

③その上で、これらの都市の行政区域内で、国勢調査における「人口集中地区」（DID）を選定基
準の地域とすることが適当と考えられる。

※ 「人口集中地区」（DID: Densely Inhabited District）とは、原則として人口密度が1平方キロメートル当たり4,000人以上の基本単
位区等が市区町村の境域内で互いに隣接して、それらの隣接した地域の人口が国勢調査時に5,000人以上を有する地域。

○首都圏整備法の指定区域
既成市街地 【特別区及び５市】
東京都 特別区、武蔵野市、三鷹市
埼玉県 川口市
神奈川県 横浜市、川崎市

○近畿圏整備法の指定区域
既成都市区域 【９市】
京都府 京都市
大阪府 大阪市、堺市、守口市、東大阪市
兵庫県 神戸市、尼崎市、西宮市、芦屋市

○国土形成計画法に基づく「広域地方計画区域」（８区域）
首都圏、近畿圏、中部圏、東北圏、北陸圏、中国圏、四国圏、九州圏
○北海道開発法に基づく北海道総合開発計画の計画区域 北海道
○沖縄振興特別措置法に基づく沖縄振興計画の計画区域 沖縄 計１０区域

（１）留保財産の選定基準の考え方：地域
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○ 留保すべき財産の規模については、

・ 保育所や介護施設としての国有地の活用実績を踏まえると、単独施設では

１，０００㎡～２，０００㎡程度の規模、複合施設ではそれ以上が必要である。

・ また、大都市やその周辺地域であるほど民間需要も旺盛となり、需要のあるまとまった土地

の入手が困難と見込まれるほか、所有権の留保による将来便益も大きいと考えられる。

○ これらを踏まえ、

（１）東京２３区等の人口集中地区については、１，０００㎡以上

（２）政令指定都市等の各地方の経済・行政の中心となる地域における人口集中地区について

は、２，０００㎡以上

の土地を留保財産として選定すべきである。

具体的なイメージとしては次のとおり。

（１）留保財産の選定基準の考え方：規模

見直し内容
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エリア
最低面積

ブロック 都道府県 市区町村

首都圏

東京 ２３区内・武蔵野市・三鷹市 1,000㎡
神奈川 横浜市・川崎市・相模原市

2,000㎡埼玉 さいたま市・川口市
千葉 千葉市

近畿圏
大阪 大阪市・堺市・守口市・東大阪市

2,000㎡京都 京都市
兵庫 神戸市・芦屋市・西宮市・尼崎市

北海道 北海道 札幌市 2,000㎡

東北
宮城 仙台市

2,000㎡
新潟 新潟市

北陸 石川 金沢市 2,000㎡

東海
愛知 名古屋市

2,000㎡
静岡 静岡市・浜松市

中国
広島 広島市

2,000㎡
岡山 岡山市

四国
香川 高松市

2,000㎡
愛媛 松山市

九州
福岡 福岡市・北九州市

2,000㎡
熊本 熊本市

沖縄 沖縄 那覇市 2,000㎡

※ 留保財産の対象地域は、上記市区町村の行政区域のうち、統計法（平成19年法律第53号）第5条第2項の
規定に係る最新の国勢調査に基づく人口集中地区（DID）とする。

（１）留保財産の選定基準の考え方：地域・規模の目安

✔
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○ 留保すべき土地については、地域や規模の一定の目安を設けたとしても、各地域や個々の

土地の実情及び特性といった個別的な要因も踏まえて具体的に判断する必要があるが、例え

ば、以下のような点も踏まえて判断することが考えられる。

（１）地域や規模の留保基準を満たさないものの、個別的な要因から留保することもあると考えられる例

・人口増加や再開発エリア、コンパクトシティ実現のための立地適正化計画における都市機能誘導区
域内に位置するなど、今後、地域・社会のニーズが見込まれる土地

・土砂災害や洪水浸水等が想定されるエリア外に位置するなど地域の貴重な土地であり、避難場所や
応急施設、緊急時の備蓄倉庫といった災害時の対応にも資する活用が望ましい土地

・2000㎡未満の土地であるが、公共交通機関のターミナル駅至近など立地条件が非常に優れ、基準
容積率が高く、高度利用が可能など、希少性や有用性が高い土地

（２）地域や規模の留保基準を満たすものの、個別的な要因から留保しないこともあると考えられる例

・土地の規模が極めて大きい場合や複数の国有地が近接して存在する場合で、将来
の地域における活用可能性を考えても、その全てを留保する必要はないと考えられる場合

・土地の形状が路地状である、あるいは道路幅員や接道の長さが大規模建築物等の建築に係る条例
を満たしていないなど、開発制限が大きく、かつ、当該制限を緩和する可能性も見込まれない場合

・地域における活用が特に考えられず、地価も低く、万が一、将来に取得の必要性が生じても、代替性
のある土地も含めて再取得に特に支障がないと考えられる土地

（１）留保財産の選定基準の考え方：その他個別的な要因

見直し内容
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○ 留保財産については、地域・規模を目安としつつ、それら以外の地域も含め、それぞれの地域

や個々の土地の実情等の個別的な要因も考慮して、総合的に判断し、決定すべきと考えられる。

○ 留保財産の決定は、国民共有の財産の取扱いに係る重要なものであることから、留保すべき

か否かの判断は、地域の実情に通じている国有財産地方審議会で審議の上、個々の財産ごと

に決定すべきである。

○ なお、留保財産については、国が保有しながら定期借地権による貸付を通じて活用することに

なるが、未利用国有地のストックの状況や地域の長期的な需給動向の変化により、留保の必要

がなくなる可能性も考えられることから、このような場合にも、国有財産地方審議会で審議の上、

当該財産の留保を見直す必要がある。

（２）留保財産の選定プロセス

見直し内容
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留保財産の選定基準(案）

令和元年９月２０日付財理第３２０６号「最適利用に向けた未利用国有地等の管理処分方針について」通達 記第４-２に基づき、
留保財産の選定基準を次のとおり定める。

１．地域・規模に関する要件

地域 規模

都道府県 市町村 土地面積

香川県 高松市 2,000㎡以上

愛媛県 松山市 2,000㎡以上

※ 留保財産の対象地域は、上記市町村の行政区域のうち、統計法（平成19年法律第53号）第5条第2項の規定に
係る最新の国勢調査に基づく人口集中地区（ＤＩＤ）とする。

２．留保財産の適否の判断基準
・上記１の要件に該当する又は該当しない財産であって、個別的要因（立地状況等）も踏まえ、留保財産とすべきもの。
・上記１の要件に該当する財産であって、個別的要因（接道状況等）から、留保財産から除外すべきもの。

（１）四国財務局 留保財産の選定基準（案）：地域・規模、適否の判断
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留保財産の選定基準(案）

（２）四国財務局 留保財産の選定基準（案）：その他個別的な要因

○個別的要因（留保対象追加）

種 別 項 目 内 容

物件特性 土地面積 「留保財産の選定基準案」に概ね相当する程度の規模（有効面積）を有している。

敷地状況 形状は路地状敷地等ではなく、敷地内や接道部分等の高低差が無いなど、開発制限が無い。

地盤状況 地耐力が高く、建築整備に適した強い地盤

道路幅員・接道 道路幅員や接道の長さは、大規模建築物等の建築に係る条例基準等を満たしている。

隣接地の状況

土壌汚染等

隣接地の状況から、公有地等との一体活用の可能性がある。

地歴等から、土壌汚染や地下埋設物等による影響はない。

利用可能性 国又は地方公共団体等における将来的な利用可能性

地域特性
人口等

人口の増加、将来推計、地価変動、立地適正化計画（コンパクトシティ）の都市機能誘導区域内、国
公有財産のエリマネ協議状況などを踏まえ、中長期的な観点から相対的なニーズ・活用が見込まれ
る。

交通等
ターミナル駅至近、主要幹線・緊急輸送道路沿い、地位の高い地域など、立地条件・希少性が特に優
れているもの。

周辺状況（開発） 再開発等都市計画事業予定エリア・都市再生緊急整備地域・国家戦略特別区域内など。

周辺状況（防災等）
土砂災害や洪水浸水等の災害対応のため、避難場所や応急施設、災害備蓄倉庫など活用可能性の
高い立地や地盤高などに優れている。

法的規制 都市計画 用途地域、建ぺい率、容積率等、高さ制限、地区計画等、高度利用等が可能。

建築規制 条例・指導要綱等、開発制限が大きくない。

対象地価格 相対的に地価単価が高い。
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留保財産の選定基準(案）

（２）四国財務局 留保財産の選定基準（案）：その他個別的な要因

○個別的要因（留保対象除外）

種 別 項 目 内 容

地域・規模の留保基準を満たすものの、前葉に示す個別的な要因に関し、明らかに留保する必要がないと考えられるもの。

（その他） 土地面積
土地の規模が極めて大きい場合や、複数の国有地が近接して存在し、その全てを留保する必要はな
いと考えられる土地。

敷地状況
敷地の形状が路地状である、あるいは道路幅員や接道の長さが大規模建築物等の建築に係る条例
を満たしていないなど、開発制限が大きくかつ、当該制限を緩和する可能性も見込まれない場合。

有用性・希少性

地域における活用が特に考えられず、地価も低く、万が一、将来に取得の必要性が生じても、代替性
のある土地も含めて、再取得に特に支障がないと考えられる土地。

立地適正化計画（コンパクトシティ）の都市機能誘導区域（高松市は「都心地域」、松山市は「都心地
区」に限定）外に所在する土地。
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高松市における人口集中地区（ＤＩＤ） ※赤色のエリア 松山市における人口集中地区（ＤＩＤ） ※赤色のエリア

四国財務局 留保財産の選定基準（案） 資料 １

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形図(タイル)を複製したものである。(承認番号 令元四複、第27号)
許可なく複製を禁ずる。
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四国財務局 留保財産の選定基準（案） 資料 ２

高松市における都市機能誘導区域 都心地域
※赤線内のエリア

松山市における都市機能誘導区域 都心地区
※赤線内のエリア

出典：松山市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ出典：高松市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
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１．留保財産の選定基準における地域・規模の要件を満たす財産の所在地図

旧四国管区警察局

旧屋島住宅

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

今
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潟
元
駅

旧高松第二地方合同庁舎

旧四国財務局

栗
林
公
園

北
口
駅

・・・暫定留保財産

・・・暫定留保財産以外

：人口集中地区 （DID）

：都市機能誘導区域

（都心地域）

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形図(タイル)を複製したものである。(承認番号 令元四複、第27号)
許可なく複製を禁ずる。
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松
駅

高松サンポート合同庁舎
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２－① 暫定留保財産の概要（旧四国管区警察局）

物件の概要

①旧四国管区警察局 所在地：高松市中野町１９番１３ 面積：3,317.02㎡

②旧四国財務局 所在地：高松市中野町２６番２ 面積：2,417.92㎡
③用途地域 近隣商業地域（保育所、老人ホーム等のほか、店舗、事務所等

の建築が可能）

④建ぺい率・容積率 80%・300%
最寄りの交通機関等 西方約0.2kmにJR高徳線 栗林公園北口駅
※③用途地域、④建ぺい率・容積率、最寄りの交通機関等については、①②共通事項

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

旧四国管区警察局

旧四国財務局

JR高徳線栗林公園北口駅

中野保育所

四国新聞社

国道11号線

出典：国土地理院ホームページ（http://maps.gsi.go.jp/）
コンテンツを編集・加工して作成



３

２－② 暫定留保財産の選定理由（旧四国管区警察局）

① 旧四国管区警察局の方が、敷地面積が約900㎡広く、将来における行政需要

や地域・社会のニーズに対応できる汎用性をもっていると考えられるため。

② 旧四国管区警察局の方が、南側道路の対面が公園となっていることから

日当たりが良く、実質的な財産的価値が高いと考えられるため。

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

２．旧四国管区警察局を暫定留保財産とした理由

１．旧四国管区警察局と旧四国財務局の両財産のうち、一方を暫定留保財
産とした理由

両財産ともに地域・規模の要件を満たし、立地適正化計画における都市機能誘

導区域（都心地域）内に所在しているものの、互いに近接しており、現況において

住宅地を中心とした閑静なまち並みであることに加え地区計画の目標からも庁舎

等の公共施設を整備する優先度が低いと考えられることから、個別的な要因（留保

対象除外）である「複数の国有地が近接して存在し、その全てを留保する必要はな

いと考えられる土地」に該当するため。



４

３－① 暫定留保財産の概要（旧高松第二地方合同庁舎）

物件の概要
所在地：高松市松島町一丁目１７番１３、１７番１６
面積：3,743.36㎡
用途地域：第一種住居地域（保育所、老人ホーム等のほか、床面積の合計が3,000㎡

以下の店舗及び事務所等の建築が可能 ）

建ぺい率・容積率：60%・200%
最寄りの交通機関等：北方約0.2㎞に高松琴平電気鉄道今橋駅

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

旧高松第二地方
合同庁舎

香川県高松合同庁舎

香川県立高松商業高校

高松市こども未来館
高松中央高校

国道１１号線

高松市立高松第一
小学校・中学校

出典：国土地理院ホームページ（http://maps.gsi.go.jp/）
コンテンツを編集・加工して作成



５

３－② 暫定留保財産の選定理由（旧高松第二地方合同庁舎）

① 地域・規模の要件を満たしているため。

② 立地適正化計画における都市機能誘導区域（都心地域）内に所在する

ため。

③ 隣接地には香川県高松合同庁舎、高松市こども未来館、県立高松商業

高校等の官庁・公共施設や幹線道路（国道11号線）、鉄道駅（高松琴平電

気鉄道今橋駅）に近接するなど、今後見込まれる行政需要や地域・社会の

ニーズに、広範に対応することができる可能性が高いと考えられるため。

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance



６

４－① 参考（旧屋島住宅概要）

物件の概要
所在地：高松市屋島西町字古浜２０７６番８
面積：3,691.63㎡
用途地域：第一種中高層住居専用地域（保育所、老人ホーム等のほか、床面積の

合計が500㎡以下の店舗等の建築が可能）

建ぺい率・容積率：60%・200%
最寄りの交通機関等：南東方約0.5㎞に高松琴平電気鉄道潟元駅

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

旧屋島住宅

屋島住宅

出典：国土地理院ホームページ（http://maps.gsi.go.jp/）
コンテンツを編集・加工して作成



７

４－② 参考（旧屋島住宅の不選定理由）

① 地域・規模の要件を満たすものの、個別的な要因（留保対象除外）である

「都市機能誘導区域（都心地域）外に所在する土地 」に該当するため。

② 第一種中高層住居専用地域（中高層住宅に係る良好な住居の環境を保

護）にあり、一部公共施設（保育所、老人ホーム、福祉ホーム等）等は建築

できるものの、庁舎等の事務所の建築ができないほか、店舗についても床

面積の合計が500㎡以下の一部店舗（日用品販売店舗等）に制限されるな

ど規制が厳しく、今後見込まれる行政需要や地域・社会のニーズに、広範

に対応することが難しいと考えられるため。

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance



第７９回 国有財産四国地方審議会

諮問事項３
「香川県丸亀市に所在する国有財産の売払いについて」

令和元年９月２７日(金)
財 務 省 四 国 財 務 局

諮 問 事 項 説 明 資 料



財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

諮問事項（国有財産の売払い）の概要

1

所 在 地 香川県丸亀市大手町三丁目１番３３

区 分 ・ 数 量 土 地：（宅地）２,０５０．60㎡ 工作物：（囲障）一式

用 途 地 域 等
用途地域：商業地域 建ぺい率８０％、容積率４００％
「事務所地区」「高さ制限２５ｍ」「駐車場整備地区」「準防火地区」

処分等相手方
愛媛県今治市南大門町二丁目２番地の４
四国ガス株式会社 代表取締役 片山 泰志

利 用 計 画 四国ガス株式会社 丸亀支店敷地

処 理 区 分 時 価 売 払

契 約 方 式 随 意 契 約

用 途 指 定 有:１０年（ガス事業法第２条第１１項に規定するガス事業の施設敷地）



2

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

位置図

諮問財産

ＪＲ予讃線
丸亀駅

丸亀市役所

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形図(タイル)を複製したものである。(承認番号 令元四複、第27号)
許可なく複製を禁ずる。
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財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

高松市立
花園小学校

出典：国土地理院ホームページ（http://maps.gsi.go.jp/）
コンテンツを編集・加工して作成

案内図

丸亀市役所

四国電力㈱
丸亀営業所

NTT西日本
丸亀ビル

高松地裁
丸亀支部

諮問財産

丸亀城
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財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

諮問財産写真

西側より撮影

東側道路より撮影

高松地裁
丸亀支部



財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

取 得 等
要 望 者

四国ガス株式会社 香川県弁護士会
社会福祉法人

鵜足津福祉会

用 途 丸亀支店敷地 弁護士会館敷地
認可保育所

または認定こども園敷地

申 請
内 容

（概要）

当社の丸亀支店は、中讃地域の3市3
町（坂出市・丸亀市ほか4市町）を供給エ

リアとし、地域住民のライフラインを支え
る公共性の高いガス事業を行っている。

現在、丸亀市北部の沿岸部に所在し
ているが、旧坂出支店との統合及び供
給エリア拡大に伴い、大変手狭な状態と
なっている。

また、災害発生等の緊急時において、
迅速な復旧活動を実施する際の拠点と
なる場所を確保する必要に加え、行政
機関やライフライン企業と連携して災害
対応することが求められているが、現所
在地は、丸亀市公表の防災マップにお
いて、南海トラフ巨大地震の際に1～2ｍ
の津波による浸水が予想されている。

このため、津波による浸水がなく、また、
災害時に緊密な連携が必要である行政
機関等と近接している本財産を取得し、
丸亀支店を移転しようとするものである。

現在、当会の西讃地区（丸亀事務室）
においては、丸亀市内にある雑居ビル
の１室を賃借して活動を行っているが、
面積狭隘により法律相談会やシンポジ
ウム等が実施できない状況にある。

また、会員数の増加、法律相談等の増
加に伴い、依頼者と打ち合わせを行うス
ペースも不足しており、司法ニーズに十
分に応えることが難しい。

当会は、西讃地区の県民に対する無
料法律相談及びシンポジウム等の公益
的活動をこれまで以上に充実させるた
め、裁判所や検察庁に隣接する本財産
を取得し、西讃地区における司法サービ
スを提供する拠点となる弁護士会館を
建設しようとするものである。

なお、取得等要望箇所は、本財産
2,050.60㎡のうち東側の約660㎡である。
（奥行は東側より26ｍ程度の利用を予
定している。）

当福祉会は、香川県内において特別
養護老人ホーム、障害者支援施設等を
運営する社会福祉法人である。

現在、香川県では「待機児童」が社会
福祉分野の喫緊の課題となっており、丸
亀市においても平成30年10月時点で前
年同月0人から28人の新たな待機児童
が生じ、幼児教育無償化を控え保育
サービスに対するニーズが高まる中、そ
の対策が急務となっている。

このため、本財産を取得し、保育施設
（認可保育所もしくは認定こども園）を建
設しようとするものである。

また、保育施設の設置基準を上回る
建物容積が得られた場合は、介護職員
及び保育職員不足解消のため併せて社
会福祉系職員養成研修施設を附置する
こととしている。

5

国 有 地 の 利 用 計 画 （ 事 業 概 要 ）
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財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

四国ガス株式会社利用計画図

(

法務総合庁舎市営大手町西駐車場

裁判所

１Ｆ： 倉庫
２～３Ｆ、ＲＦ： お客さま、社用駐車場

約８００㎡
１Ｆ： ショールーム
２～５Ｆ： 事務所
約５４０㎡

構内道路

東
側
道
路

道
路
（
一
方
通
行

）



１Ｆ： 倉庫
２～３Ｆ、ＲＦ： お客さま、社用駐車場

約８００㎡

7

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

香川県弁護士会利用計画図

法務総合庁舎市営大手町西駐車場

裁判所

構内道路

東
側
道
路

道
路
（
一
方
通
行

）

１Ｆ：事務室
弁護士控室
会議室
相談室
多目的室

約２７１㎡約
２

６
ｍ

約２６ｍ

駐
輪

場
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財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

四国ガス株式会社を処分等相手方と決定することが適当とした理由（表形式）

取 得 等

要 望 者
四国ガス株式会社 香 川 県 弁 護 士 会

社 会 福 祉 法 人

鵜 足 津 福 祉 会
３ 者 の 比 較 結 果
（優位性が認められる者）

事 業 の

必 要 性
○ ○ △ 四国ガス株式会社

事 業 の

緊 急 性
○ ○ △ 四国ガス株式会社

事 業 の

実 現 性
○ ○ △

四国ガス株式会社
香 川 県 弁 護 士 会

事 業 の

妥 当 性
○ ○ △ 四国ガス株式会社

地 域 に お け
る 整備 計画
と の 整 合 性

○ △ △ 四国ガス株式会社

審 査 結 果

ライフラインを支えるガス事業者の南海トラフ巨大地震に備えた移転である

ことや敷地の効率的使用の観点から、最も当該財産を有効活用できる利用計画

であると認められること、また、防災に関する体制整備については国の政策に

も合致するものであることから、四国ガス株式会社を処分等相手方として決定

したい。
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財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

四国ガス株式会社を処分等相手方と決定することが適当とした理由（文書形式）
１．処分等相手方としての適否について

提出された利用計画に基づき処分等相手方としての適否を審査した結果、四国ガス株式会社については、必要性・緊急性等の要件を満たしており、
処分等相手方として適当な者であると認められる。また、香川県弁護士会については、土地の利用効率について低率であるものの、必要性・緊急性
等の要件を満たしており、処分等相手方として適当な者であると認められる。なお、社会福祉法人鵜足津福祉会については、現状において具体的な
利用計画・事業計画を有していないことから判断できない。

２．取得等要望者３者の比較について

（1）事業の必要性についての比較

３者を比較した場合、香川県弁護士会に一定の必要性は認められるものの、四国ガス株式会社丸亀支店については、ライフラインを支えるガス事

業の災害復旧等を行う必要があるにも関わらず、丸亀市公表の防災マップにおいて津波浸水想定区域内に所在しているため、本財産を取得し同支店

を移転させるとしていることから、四国ガス株式会社に優位性が認められる。

（2）事業の緊急性についての比較

３者を比較した場合、香川県弁護士会に一定の緊急性は認められるものの、四国ガス株式会社については、今後30年の間に70～80％の確率で発生

するとされている南海トラフ巨大地震が起こった場合を想定し、津波浸水想定区域内に所在している丸亀支店を早期に移転させる必要があることか

ら、四国ガス株式会社に優位性が認められる。

（3）事業の実現性についての比較

具体的な事業計画及び資金計画を策定している四国ガス株式会社及び香川県弁護士会に優位性が認められる。

（4）利用計画の妥当性についての比較

四国ガス株式会社及び香川県弁護士会それぞれに妥当性が認められるものの、敷地利用効率の面において、四国ガス株式会社に優位性が認められ

る。

（5）地域における整備計画との整合性（香川県及び丸亀市の意見）の比較

丸亀市の回答書に記載されている参考事項に、今回要望している３者について当該国有財産以外に候補地はない旨、また、四国ガス株式会社丸亀

支店については、現在の所在地は適当とは言えないという記載があることから、３者を比較した場合には、四国ガス株式会社に優位性が認められる。

３．審査結果について

上記のとおり、処分等相手方としての適否については、四国ガス株式会社及び香川県弁護士会については、適当な者であると認められる。

また、取得等要望者３者の比較においては、全項目において四国ガス株式会社に優位性が認められる。

以上のことにより、ライフラインを支えるガス事業者の南海トラフ巨大地震に備えた移転であることや敷地の効率的使用の観点から、最も当該財

産を有効活用できる利用計画であると認められること、また、防災に関する体制整備については国の政策にも合致するものであることから、四国ガ

ス株式会社を処分等相手方として決定したい。



＜参考条文 抄＞

会計法（昭和22年3月31日法律第35号）＜抜粋＞

第二十九条の三

５ 契約に係る予定価格が少額である場合その他政令で定める場合においては、第一項及び第三項の規定にかかわらず、政令の定め

るところにより、指名競争に付し又は随意契約によることができる。

予算決算及び会計令（昭和22年4月30日勅令第165号）＜抜粋＞

（随意契約によることができる場合）

第九十九条 会計法第二十九条の三第五項の規定により随意契約によることができる場合は、次に掲げる場合とする。

二十一 公共用、公用又は公益事業の用に供するため必要な物件を直接に公共団体又は事業者に売り払い、貸し付け又は信託すると

き。

（指名競争に付し又は随意契約によろうとする場合の財務大臣への協議）

第百二条の四 各省各庁の長は、契約担当官等が指名競争に付し又は随意契約によろうとする場合においては、あらかじめ、財務大

臣に協議しなければならない。

包括協議事項（平成13年10月29日付財理第3660号）＜抜粋＞

第１ 予算決算及び会計令第99条第20号から第22号までの規定に係る協議事項

（二） 第21号「公共用、公用又は公益事業の用に供するため必要な物件を直接に公共団体又は事業者に売り払い、貸し付け又は信

託するとき」に該当するもののうち、

１ 次の各号に掲げる施設又は事業の用に供するため、必要な物件を直接に当該施設の経営又は事業の実施に当たる公共団体、公

益法人その他の事業者に売り払い、又は貸し付けるとき。

（24） 電気事業法(昭和39年法律第170号)第2条第１項第16号に規定する電気事業又はガス事業法(昭和29年法律第51号)第2条第11項

に規定するガス事業の施設。

ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）＜抜粋＞

第２条第１１項 この法律において「ガス事業」とは、ガス小売事業、一般ガス導管事業、特定ガス導管事業及びガス製造事業をいう。
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第７９回 国有財産四国地方審議会

令和元年９月２７日（金）
財 務 省 四 国 財 務 局

報 告 事 項 資 料

報告事項１

「最適利用プランの策定について」



１

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

最適利用プランの策定について

地域における国公有財産の最適利用

人口減少・過疎化
人口構成の変化

厳しい財政状況

施設の耐震化、
更新急務

地方公共団体の施設

現状、バラバラに計画！

国有財産の総括機関である財務省・財務局と地方公共団体が

相互に連携し、地域の庁舎等のニーズを新たに調整（マッチング）

国と地方公共団体の庁舎の集約化等 管
理
費
用
等
の
縮
減

ワンストップ
サービス化

認可保育所

児童発達支援
センター

母子生活
支援施設

防災備蓄
センター

まちづくりへの貢献
余剰地の活用

売地

税外収入

国の庁舎等

人口減少

人口構成変化
への対応

売却等



財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

政府方針における国公有財産の最適利用

最適利用プランの策定について

【経済財政運営と改革の基本方針２０１４（平成２６年６月２４日閣議決定）抜粋】

社会資本整備（賢く使う観点からの取組）

地域における公的施設について、国と地方公共団体が連携し、国公有財産の最適利用を図
る。

「地域における国公有財産の最適利用に向けたプラン策定と定期的な点検」として、

「全市町村等と財務省財務局・財務事務所で互いに連携窓口を設置、一件別情報の提供、
協議会の設置、情報共有等による最適利用について実現可能性を検討し、最適利用プラ
ンの策定を行う」

「各地域の国公有財産最適利用の進捗状況をフォローアップし公表する」

【経済・財政再生アクション・プログラム（平成２７年１２月２４日経済財政諮問会議決定）抜粋】

２



財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

３

N位置図

大手町地区４街区

丸亀市の公共施設再編整備に対応した国公有財産の最適利用への取組み

最適利用プランの策定について

ＪＲ丸亀駅

丸亀城

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形図(タイル)を複製したものである。(承認番号 令元四複、第27号)
許可なく複製を禁ずる。



財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

丸亀市の公共施設再編整備に対応した国公有財産の最適利用への取組み

◆ 香川県丸亀市より、市庁舎周辺地の大手町地区４街区再編整備に伴い、近隣の丸亀税務
署敷地を活用して新市民会館を建設したい旨の要請があり、丸亀市・高松国税局・四国財務
局で協議を開始。

◆ 丸亀市の再編整備を実現するため、関係官署と協議を重ねた結果、丸亀税務署が移転し、
丸亀税務署敷地に新市民会館が建設されることが決定。

最適利用プランの策定について

大手町地区４街区 ４

【設置日】
平成３０年６月

【構成員】

丸亀市、高松国税局、四国財務局、その他関
係者

【目的】

丸亀市大手町地区４街区の再編整備に伴い
丸亀税務署の移転建替えを行うにあって必要
な事項を円滑に実現するため、丸亀市、国等の
関係者が情報共有、検討・調整を行うもの。

丸亀税務署移転に係る連絡会

【丸亀市庁舎周辺地区再編整備のイメージ図】



プラン№四国財務局－１

当初作成日　平成３１年３月２８日 丸亀市、高松国税局、四国財務局

８．整備予定がある場合の施設、利活用
可能な施設の概要

【国施設】
・丸亀税務署

【市施設】
・丸亀市庁舎（市民交流活動センターを含む）
・新市民会館「（仮称）みんなの劇場」
・緑化駐車場
・市民ひろば（再整備）

９．協議会の設置状況

○丸亀市における国公有財産の最適利用推進協議会
　【設置年月日】
　　平成30年6月6日
　【構成員】
　　丸亀市、四国財務局、その他関係者

・丸亀税務署の移転に係る連絡会
　【設置年月日】
　　平成30年6月6日
　【構成員】
　　丸亀市、四国財務局、高松国税局、その他関係者

１０．その他参考情報

【丸亀税務署】
　建設工事　平成31年10月～平成32年10月
【丸亀市役所】
　建設工事　平成30年12月～平成32年10月
【丸亀市民会館】
　建設工事　平成33年3月～平成35年11月（予定）

６．最適利用の基本方針

　丸亀市が策定した「大手町地区４街区再編整備構想」における「大手町地区４街区
の特性からみた再編の方向性」については、以下の通り。

　・「大手町地区４街区」は、公共公益施設が集積したシビックゾーン（シビックサービ
スゾーン）であるとともに、丸亀城に隣接していることで良好な景観や市民の憩いの
場を創出する場（シビックパークゾーン）としても認識されているエリアである。
　・同地区の再編にあたっては、二つの役割が共存するというエリアの特性を最大限
活用するとともに、今後の都市づくりの方針である都市機能の集約によるコンパクト
なまちづくりを進めていく上では、効率的な行政運営につながる公共施設（機能）の
再編も必要である。
　・このことから、エリア内の既存の国・市の公共施設（機能）の再編を図り、相互連
携が可能なコンパクトな機能配置を進めることで、新たな公共空地を生み出し、その
公共空地を活用し、「市民の舞台」となるような拠点（新市民会館））を創り、将来のま
ちの発展、新たなエリアの魅力の向上につなげていく。

≪国・丸亀市との連携事項≫
　税務署庁舎の移転先については、国及び丸亀市で構成される協議会や連絡会等
において協議を重ねた結果、市の新庁舎建設予定地の一画（旧消防庁舎跡地ほ
か）に移転することで基本合意に至った。これにより、新市民会館は税務署及び生涯
学習センターがある区画に整備されることとなった。

≪最適利用の効果≫
　　・まちづくりへ寄与
　　・公共施設の機能連携の強化
　　・公共施設集約化に伴う効率的な施設運営
　　・市民サービスの充実化
　　・公共施設（機能）の再編に伴い生み出した公共空地を活用した賑わいの創出
　　・建替に伴う国の財政負担軽減

利用計画図

７．対象（計画）期間 平成30年度～平成35年度

３．区域設定の考え方

　丸亀市は、「改訂版丸亀市都市計画マスタープラン（丸亀市立地適正化計画）」に
おいて、目指す将来像の実現に向け「中心市街地」の再生等に取り組むとし、その施
策の一つとして、「大手町地区４街区の公共施設の再編整備」を挙げている。また、
「中心市街地」の整備方針においては、「文化、福祉、教育施設、官公庁等が集積す
る大手町地区については、４街区の再編整備により、高次の都市機能集約と機能強
化を図るとともに、丸亀らしさを感じられる整備を行い、市の中心拠点にふさわしい
都市空間を創出する。」としている。
　加えて、「大手町地区４街区再編整備構想」においては、４街区内で移転、再編を
検討する施設（機能）として、市の市民会館等の施設のほか、丸亀税務署を挙げて
いる。
　以上のことから、国・市の公共施設（機能）の再編を図ろうとしている「大手町地区４
街区」を対象区域として設定した。

４．対象財産の概要

【国有財産】
・丸亀税務署　（土地2,008㎡、建物延1,270㎡、RC‐2外、昭和34年築外）
【市有財産】
・丸亀市役所　（土地10,671㎡、建物延16,442㎡、RC‐5外、昭和33年築外）
・丸亀市民会館　（土地6,990.73㎡、建物延7,052.30㎡、RC-3 昭和43年築)
・丸亀市消防本部　（土地1,396.72㎡、建物延5,072㎡、RC-6 平成21年築)
・消防訓練塔（土地1,094.15㎡、建物延1,937.06㎡、S-7外　昭和41年築)
・中央保育所　（土地2,137.20㎡、建物延1,868.01㎡、RC-3 昭和55年築)
・生涯学習センター　（土地4,469.88㎡、建物延6,559㎡、RC-5 昭和49年築)
・保健福祉センター　（土地4,593.05㎡、建物延5,295㎡、RC-5 平成11年築)
・丸亀警察署跡地（土地2,859.09㎡）
・香川農政事務所跡地（土地609.68㎡）
・上記財産間に介在する市道

５．対象区域における既往の各種計画

・丸亀市市庁舎等整備基本構想（Ｈ28.3）
・丸亀市市庁舎等複合施設整備基本計画（Ｈ28.12）
・丸亀市都市計画マスタープラン（丸亀市立地適正化計画）（Ｈ30.3）
・大手町地区4街区再編整備構想（Ｈ30.11）
・（仮称）みんなの劇場整備　基本構想(H30.12)

最適利用プラン

１．対象市町村 香川県丸亀市 現況図

２．対象区域の範囲 　丸亀市大手町地区４街区（右図参照）

○丸亀市大手町周辺平面図

大手町地区４街区

○大手町地区４街区再編整備構想の対象範囲図

○大手町地区４街区の全体構想イメージ
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報 告 事 項 資 料

報告事項２
「庁舎等使用調整計画について」

報告事項３
「国有財産法第１０条に基づく調整事項について」



財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

庁舎等の使用調整

庁舎等使用調整計画について

国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置法（抜粋）
（昭和３２年法律第１１５号）

（用語の定義）
第２条 （略）

３ この法律において「使用調整」とは、庁舎等を適切
かつ効率的に使用するため、所管換、所属替、用途
の変更その他の方法により、その使用につき必要な
調整をすることをいう。

１



空きスペース
の発生

使用調整前

●官署統廃合
●実地監査

など

Ｘ庁舎

Ａ官署

Ｂ官署

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

庁舎等の使用調整

庁舎等使用調整計画について

２

Ｃ官署

Ｄ官署

使用調整計画の策定

Ｘ庁舎

Ａ官署

Ｂ官署 Ｃ庁舎

借受庁舎

Ｃ官署

Ｄ官署

○借受費用の縮減

○売却可能財産の創出

○分散解消

○新たな行政需要対応

○耐震性の確保

○老朽・狭あい解消

など

効 果

国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置法
（庁舎法）第４条に基づく使用調整
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国有財産法第１０条及び
庁舎法第３条・第３条の２

●各省庁からの要請
●庁舎等使用現況及び

見込報告書からの情報

●官署の統廃合

●庁舎等の実地監査

跡地売却

借受解消



使用調整計画の策定基準

３

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

庁舎等使用調整計画について



財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

庁舎等使用調整計画について

４

四国厚生支局高知事務所
【民間ビル借受】

高知労働局ハローワーク
ジョブセンターはりまや

【民間ビル借受】

高知労働総合庁舎

N高知市

四国森林管理局庁舎

高知地方合同庁舎

四国森林管理局庁舎の庁舎等使用調整計画の変更（位置図）

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形図(タイル)を複製したものである。(承認番号 令元四複、第27号)
許可なく複製を禁ずる。



四国厚生支局
高知事務所

民間ビル

高知労働局ハローワーク
ジョブセンターはりまや

民間ビル

①高知労働局

②高知労働基準監督署

高知労働総合庁舎

四国森林管理局庁舎の庁舎等使用調整計画の変更（概要）

計画（当初）

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

高知県

庁舎等使用調整計画について

５

計画（変更）計画（当初）

高知県へ貸付

平成29年3月

平成29年3月 平成31年4月

平成31年4月

①四国森林管理局

②空きスペース（約１，２００㎡）

①四国森林管理局

②四国厚生支局高知事務所

③高知労働局ハローワーク

ジョブセンターはりまや

①四国森林管理局

②四国厚生支局高知事務所

③高知県へ貸付（約１３０㎡）

四国森林管理局庁舎

【使用調整計画（当初）】

【使用調整計画（変更）】

①中国四国農政局

②四国行政評価局

③高知地方気象台

④四国厚生支局高知事務所（書庫）

⑤高知労働局労災補償課分室

①中国四国農政局

②四国行政評価局

③高知地方気象台

④空きスペース（約５００㎡）

①中国四国農政局

②四国行政評価局

③高知地方気象台

④高知労働局ハローワーク

ジョブセンターはりまや

高知地方合同庁舎

【上記④及び⑤の移転後】

【変更後（１０条調整）】



国有財産法第１０条に基づく調整事項

６

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

国有財産法第１０条に基づく調整事項について

年度 № 庁舎名 現在入居している官署

調 整

新たに入居する官署

調整通知

備 考

面 積 年 月 日

30 1 宇和島港湾合同庁舎 宇和島海上保安部ほか 約117㎡
四国地方整備局

大洲河川国道事務所
津島監督官詰所

H31.1.7 新たな行政需要への対応

31

2 高知地方合同庁舎 中国四国農政局高知支局ほか 約350㎡
高知労働局

ジョブセンターはりまや
H31.4.8 庁舎の借受解消

3 松山地方合同庁舎 松山地方法務局ほか 約127㎡
中国四国管区警察局

四国警察支局
愛媛県情報通信部

H31.4.25 庁舎の借受解消



第７９回 国有財産四国地方審議会

令和元年９月２７日（金）
財務省 四国財務局

報 告 事 項 資 料

報告事項４
「今後の国有財産の管理処分のあり方について」
令和元年６月１４日財政制度等審議会答申（概要）
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